
「政府等保有データのAI学習用データへの変換に関する調査研究」
最終報告（概要）

【目的】
政府等が保有するデータのうち、直ちにAI学習に用いることのできない、いわゆるマシンリーダブルでないデータをマシンリーダ

ブルに変換するとともに、それらのデータを、よりAIモデル学習で使いやすいデータセットとして成形、管理するためのAIデータ整
備基盤を構築する。また、持続的に政府等保有データを提供・管理するためのスキームを構築するとともに、データセットを教
師データとする生成AIの構築とその活用推進を支援する仕組みの整備を図る。

【BRIDGE終了時の成果（社会実装）】
調査研究の結果、法務向けデータや図表と文の複合データなど、特定の目的に絞ったデータは有効性が高く、国内AI事業
の成長には業務や技術に特化したデータ公開が重要であることが分かった。また、政府のデータ準備において、評価データは仮
説検証サイクルを早め、開発の敷居を下げるため最優先されるとの認識に至った。加えて、AIによる業務改善部分を開発者
と共有し、業務の専門家の助言を仰ぎながら学習データと評価モデルの業務適合性を共同で検証することが重要である。

【今後の社会実装/普及に向け必要な措置等】
調査結果を踏まえ、令和8年度からの政府等保有の評価用データセットの作成・提供に関する事業の開始に向けて検討を
進める。
政府から品質が高い日本語によるデータセットが公開されることで、事業者や研究者による利用が進むことにより、国外との
競争力強化が促進されることを見込む。

【成果（KPI達成状況）／社会状況変化の対応など】
政府等が自身でデータの作成を行う場合だけでなく、事業者への委託も想定したデータ変換技術の研究を行った。一般的
な生成AIとしての性能評価に加え、法令検索・契約書要約というタスク特化の性能につき、各検証方法に対して異なる評
価方法での評価を実施した。
生成AIの整備基盤の構築については、政府等において独自の基盤を作成してデータを掲載するよりも、一般的に広く利用
されている民間のプラットフォームに掲載する方が、利用者のアクセシビリティが高いことが分かったことから、方針を変更した。
評価データは仮説検証サイクルを早め、実用性の担保にも直接的につながるため、最優先で検討すべきだが、評価データ作
成はミスの発生しやすい作業であるため、品質担保のための自動化、共通化された仕組みの検討が重要であることがわかった。
なお、生成AIの進化が速く、事業計画時と比べ各サービスの性能が非常に高くなり、新たなサービスが次々にリリースされて
いるため、特定の生成AIの開発ではなく、汎用的なデータセットの作成方法の調査研究に変更した。
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① 全体概要

社会実装に向けた施策・取組等の全体俯瞰の中での成果（進捗の説明）

＜事業名変更に至った経緯＞
事業として計画の検討を開始したした時点では、クラウドでの機密性２情報の取扱いが困難であったためオンプレミスの使用を前提とし
ていたが、その後機密性２情報の取扱い等、クラウドサービスでも十分対応できるようになった。それにより本事業においてオンプレミスの
必要性は無くなり、事業者のサービス形態として主流であるクラウドサービスを利用して事業を実施する方が次々にリリースされる性能の
より高いAIモデルを使用でき、将来的に継続性のある事業を展開することが見込まれるため、オンプレミスからクラウドサービスを使用する
こととした。

＜① 解決すべき社会課題＞
日本政府は課題先進国として抱える社会課題を解決する切り札として、データとそこから創出される付加価値・競争力に注目しており、
データ利活用の更なる促進に向けて、2021年に「包括的データ戦略」、2023年には「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を策
定した。生成AIは、そうした社会課題の解決に資するデータ利活用のアプリケーションのひとつとして、研究機関やAI事業者による研究
開発のもと、近年著しい発展を遂げている。生成AIの開発にあたっては、正確で新しい情報を含み、かつ不適切な情報が含まれない
学習データが大量に必要とされており、特に日本語に対応する生成AIの研究開発には良質な日本語の学習データが必要となる。政
府等が保有するデータの多くは、その正確性や権利、匿名加工処理が実施されている等を満たしており、学習データとして有用であるこ
とから、それらのデータ提供に対する期待がある。一方で、政府等が保有するデータは、そのデータ形式がpdf、JPEG形式など、直ちに
AI学習に用いることが難しい場合も多く、またデータのアクセス権限などにより活用が難しいのものが散見され、その対応が必要となって
いる。
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① 全体概要

社会実装に向けた施策・取組等の全体俯瞰の中での成果（進捗の説明）

＜② 取組施策の内容＞
生成AIの学習データとして政府等（中央省庁、地方公共団体、地方自治体及びその関係機関等）が保有するデータを活用するこ
とで、日本語に対応した生成AIの研究開発のさらなる促進が期待されるものの、現在政府が公開するデータは必ずしも直ちにAI学習
への活用が可能な形式・環境で公開されていないため、研究機関やAI事業者が生成AIの学習に活用しやすいデータを公開するプロ
セスの構築等について調査研究を行った。
しかし、計画書を作成した時点から、マルチモーダルLLMの性能が飛躍的に向上したことから、一般的なWord・Excel、PDFファイルの
機械判読は基本的に可能となった。そのため、事業開始時点でも特に機械判読困難であり、官報データのような日本独特であり政府
等の資料でよく用いられる複合図表文形式のデータにフォーカスを絞って研究を行うこととした。
また、事業者や有識者へのヒアリングにより、日本の法令に関するデータセットのニーズが特に高いことが判明したため、研究対象とした。
加えて、データ公開方法については、独自のプラットフォームを整備するよりも、一般的に広く利用されている民間のプラットフォーム
（Github、Huggingface等）に掲載する方が、利用者のアクセシビリティが高いことが分かったため、民間のプラットフォームを活用す
る方針とした。

調査研究の結果、法務向けデータや図表と文の複合データなど、特定の目的に絞ったデータは有効性が高く、国内AI事業の成長には
業務や技術に特化したデータ公開が重要であることが分かった。また、政府のデータ準備において、評価データは仮説検証サイクルを早
め、開発の敷居を下げるため最優先されるとの認識に至った。加えて、AIによる業務改善部分を開発者と共有し、業務の専門家の助
言を仰ぎながら学習データと評価モデルの業務適合性を共同で検証することが重要である。

＜③ 成果の社会実装＞
調査結果を踏まえ、まずは令和8年度から生成AIの評価用データセットの作成・提供に関する事業の開始に向けて検討を進めている。
作成した評価用データセットを民間のプラットフォーム上に公表することで、政府等が生成AIを調達する際の選定基準に、当該データ
セットにおける正答率を条件に付すことで、調達目的により則した性能の高い生成AIを調達することが可能となる。また、事業者におい
ては、当該データセットにおける正答率が政府等で使用される生成AIの基準となることから、自社の生成AIの性能向上の基準にもなり、
性能検証もしやすくなることから、開発が促進されることが期待できる。
このように、生成AIの性能を政府から品質が高い日本語によるデータセットが公開されることで、事業者や研究者による利用が進むこと
により、国外との競争力強化が促進されることを見込む。
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② 全体俯瞰図

社会実装に向けた施策・取組等の全体俯瞰の中での成果（進捗の説明）

期待
効果
・

To-be像

解決すべき

社会課題

取組施策の

内容

企画者データ保持者 研究者 AI事業者

業務担当者

どんなデータをどんな形式で
持つと役に立つかが分かる

データ提供
リクエスト

データソースの改善により
効率的、効果的なデータ
公開が可能になる

業務QA、技術提供
業務知見、評価データ

学習・評価データ提供
ニーズ・フィードバックの通知

AIが本当に改善したい
課題を解いてくれる

業務の改善の実効性
を専門家に確認できる

AI提供による業務
効果、データ公開
の意図が分かる

不足しているデータや
推進すべき研究領域
を把握できる

現状は海外に比べてデータ量が
不足

①政府等保有データの利活用促進の
ための基盤技術※開発
データ公開の準備作業を一通り流して
いく中で、実際にどのようなワークや課題
が発生するかを検証し、 データ管理、
公開のプロセス化に向けたノウハウを整
理

日本語に対応する生成AIの研究開
発のために大量に必要な正確で新し
く不適切な情報が含まれない良質な
日本語の学習データの不足

②持続可能なデータ提供スキームの構築
データ公開に至るプロセスをロール別に細分化し、技術的
な作業だけでなく、ライセンス等の権利関係の確認等もプ
ロセスに含め、信頼性の高い評価用データセットの利活用
が促進されるスキームを構築

公開されている政府等保有
データへのアクセス方法がわ
かりづらい 公開されている政府等保有

データの機械可読性が低い

データ公開を企画する省庁・自治体、データ保持者であ
る関連省庁、研究者・AI事業者、業務担当者が以下
のとおり対応

※社会実装に必要な基盤の基礎技術を「基盤技術」と呼ぶ



研究成果及び出口戦略、達成状況（取組全期間）

テーマ ① 政府等保有データの利活用促進のための基盤技術開発

取扱うデータについては、本事業の企画段階の前提にあった「良質な日本語テキストの公開」という目標に対して、現時点の生成AIのト
レンドから、日本固有の背景や情報に答えられるデータを持続的に公開することが重要であると考えた。本事業を、限られたリソースの中
で効率的かつ継続的に実行すべく、データに優先度をつける概念整理、優先度の高いものを持続的に公開するプロセスの仮定と、それら
の実践を行った。
題材として、「法解釈、条項特定の多肢選択問題」「契約書 要約結果の品質判定問題」「複合図表文問題」「日本語特有レイアウト
認識問題」のニーズを発見し、これらの評価用データセット作成に必要な技術的な課題を整理し、その解決手法を検証した。例えば、多
肢選択問題では、複数の生成AIで一貫して不正解だった場合、人手で作成した正答の方に誤りが混入される可能性が高い、といった
誤り検出方法の有用性を示した。

① 研究成果及び達成状況

5

研究結果を基に令和８年度からの評価用データセットの作成及び公開を目指し、令和7年度において省庁等のステークホルダーとの連
携体制構築のため協議を進めていく。
データ変換に関する調査研究結果をデジタル庁ウェブサイトに公開し、そのノウハウを共有することにより、政府等だけでなく産学の各組織
においてもデータセット作成が促進されることを見込む。

② 出口戦略・研究成果の波及

法令解釈等に関しては、一般的な解説書等の解説や多肢選択問題集の情報が非常に有効であるが、著作権は出版社に帰属するこ
とからデータセットに盛り込むことができない。

③ 目標達成状況等の特記事項



研究成果及び出口戦略、達成状況（取組全期間）
テーマ ② 持続可能なデータ提供スキームの構築

データ公開における手法として、特定の組織による集中管理・
公開とデータ保持組織による個別管理・公開の２パターンを
想定し、データ提供スキームはどちらのパターンでも適用できる
手法を検討した。データ公開に至るプロセスをロール別に細分
化し、各作業の概要をまとめた。
技術的な作業だけでなく、ライセンス等の権利関係の確認や、
データ公開に対する周知活動についてもプロセスに含め、信頼
性の高い評価用データセットの利活用が促進されるスキームと
した。

① 研究成果及び達成状況

当該データ提供スキームをベースとし、テーマ①における各ステークホルダーとの評価用データセットの作成・公開の実現に向けて、関係府
省庁等の各ステークホルダーとの協議を進めていく。
政府等においてデータ提供の手法の共通化や民間のプラットフォーム利用の統一化等、データ利用者が求めているデータへのアクセス性、
データの利便性を向上させる。
また、当該データ提供スキームは、本事業に限らず、データ提供の手法として汎用性があるため、調査研究結果の報告書を公開すること
により、政府等以外の組織においても、データ公開が促進されることを見込む。

② 出口戦略・研究成果の波及

必要なプロセスやスキル要件を明確にした状態であり、これを運用するための体制構築は2025年度以降の課題である。

③ 目標達成状況等の特記事項

6



実施体制及び実施者の役割分担
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テーマ１
政府等保有データの
利活用促進のための
基盤技術開発

テーマ２
持続可能なデータ提
供スキームの構築

①生成AI 利用促進のためのデー
タ利活用に関する技術動向等調
査

② 政府等に限らず民間企業等にお
いても業務効率化・国民サービス
の向上に資するようなオープン
データに関する整理

受託者：EYストラテジー・アンド・
コンサルティング株式会社

実施体制

デジタル庁

内閣府

データPT

AI戦略チーム

デジタル庁
PD：山田政幸
データユニット長

PD

⑦ 政府に設置しているAI 学習用デー
タに関するコミュニケーション窓口に
係る業務

受託者：EYストラテジー・アンド・コンサ
ルティング株式会社

⑥ 生成AI に関連する規格・基準、
法令・ガイドライン等の調査・仕
様検討等

受託者：EYストラテジー・アンド・
コンサルティング株式会社

③ 政府等保有データ等のAI 学習
データへの変換に関する調査研
究

④ 課題・示唆の抽出及び分析

⑤ 持続的に政府等保有データを提
供・管理するためのスキームの検
討

受託者：EYストラテジー・アンド・
コンサルティング株式会社

専門的見地からの示唆・アドバ
イス、対象地域における法令の
調査及びそれに基づく示唆・見
解の提示

再委託先：EY弁護士法人

データ構造化、画像認識、
OCR等の技術動向や活用事
例等、再委託先が知見をもつ
領域を中心に、特定のテーマ
（複数）に対する調査等

再委託先：株式会社シナモン

• 技術的検証とその関連する
技術などについての議論へ
の参加

• 技術的検証およびその周辺
領域を対象とする資料に対
する情報提供

• 追加学習用データ確認・修
正・試行的追加学習

再委託先：
株式会社
PreferredNetworks
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